　　　　　　　                                                　　　       （用紙Ａ４版）
別記様式－Ａ
協 定 締 結 参 加 申 請 書
令和　３年○月○日
　国土交通省関東地方整備局
　　利根川水系砂防事務所長
永田　雅一　 殿
                               　　　 　　　   住　所　〒○○○－○○○○
                                            　　　 　  ○○県○○市○○番
                                         　　　代表者  ○○建設株式会社
                                               　　　 代表取締役社長
                                                    　　　○○　○○          印
令和３年１月１９日付で公告のありました「利根川水系砂防事務所の災害時応急対策業務に関する協定（Ｒ３・４・５年度）」に参加したく申請書類を提出します。なお、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び７１条の規定に該当する者でないこと並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
また、問い合わせ先は下記のとおりです。
希望する協定区域　 ： 　○○○区域
                                         （ふりがな）
                          担　当　者　：　○○　○○                           
                          部　　　署  ：　○○本店○○部○○課                 
                          電話番号  ：　（代）○○－○○○－○○○○【（内）○○○】
　　　　　　　　　                       　　　              　　　　　　　（用紙Ａ４版）
別記様式－Ｂ
砂防工事の施工実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○○建設㈱　
	同種工事の条件

	平成１７年４月１日以降に完成し引渡しが完了した砂防工事の施工実績
砂防工事：砂防施設または地すべり防止施設に係わる工事



	工
事
名
称
等

	工事名称
	　○○○工事   （ＣＯＲＩＮＳ登録番号）

	
	発注機関名
	　国土交通省○○地方整備局○○事務所

	
	施工場所
	　○○県○○市○○町○○　～  ○○県○○市○○町○○

	
	契約金額

	　○○○,○○○,○○○円

	
	工　　　　　期
	　平成○年○○月○○日    ～　平成○年○○月○○日

	
	受注形態等
	　単体／○○・○○ＪＶ（出資比率○○％）

	工
事
概
要

	構造物形式

eq \o\ad(規模・寸法等,　　　　　　　)規模・寸法等

	　

	
	設計条件

	・施工方法その他技術的な特記事項等記載する。
・安全対策、環境対策等について記載する。



注）　砂防工事の施工実績については、関東地方整備局管内または長野県内で元請けとして完成・引き渡しが完了したものとし、記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されていない場合は契約書（工事名称、発注機関名、施工場所、契約金額、工期受注形態等の確認ができる部分））の写しを提出すること。
ただし、ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で砂防工事の施工実績が不明な場合については、平面図、構造図、数量総括表等工事内容が確認できる資料を必ず添付すること。
注）　砂防工事の施工実績について、大臣官房官庁営繕部（旧建設省を含む。）又は地方整備局（旧建設省地方建設局を含む。）の発注した工事（港湾空港関係を除く。）である場合にあっては、当該工事に係る工事成績評定通知書の写しを添付すること。
注）　提出する実績は１件とする。

注）　記入欄の表示は記入例である。

                                                                       （用紙Ａ４版）
別記様式－Ｃ
　　　　　　　　　　　　近隣地域による施工実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○○建設㈱　
	近隣地域内工事の条件
近隣地域内の施工実績の有無
	　平成２２年４月１日以降に元請けとして完成・引き渡しが完了した当該県内における一般土木工事で、受注金額が５００万円以上の施工実績があれば１件記載する。なお、当該実績が大臣官房官庁営繕部所掌の工事又は地方整備局所掌の工事（旧地方建設局所掌の工事を含み、港湾空港関係を除く。）に係るものにあっては、評定点が６５点未満のものを除く。

あ り
な し
　（どちらか一方を記入すること）

	工
事
名
称
等

	工事名称
	　○○○○○○工事   （ＣＯＲＩＮＳ登録番号）

	
	発注機関名
	　国土交通省○○地方整備局○○事務所

	
	施工場所
	　○○県○○市○○町○○　～  ○○県○○市○○町○○

	
	契約金額

	　○○○,○○○,○○○円

	
	工　　　　　期
	　平成○年○○月○○日    ～　平成○年○○月○○日

	
	受注形態等

	　単体／○○・○○ＪＶ（出資比率○○％）



注）　当該県とは、別記様式－Ａにおける「希望する協定区域」が吾妻川区域・片品川区域・烏川区域、・神流川区域においては群馬県、浅間山区域においては長野県とする。

注）　近隣地域内工事の施工実績については、記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されていない場合は契約書（工事名称、発注機関名、施工場所、契約金額、工期、受注形態等の確認ができる部分））の写しを提出すること。
ただし、ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で同種工事の施工実績が不明な場合については、平面図、構造図、数量総括表等工事内容が確認できる資料を必ず添付すること。
注）　提出する実績は１件とする。
注）　記入欄の表示は記入例である。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４版）別記様式－Ｄ
     「優良工事表彰」の有無
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○○建設㈱　
	　 優良工事表彰の有無

	あ り
な し
（どちらか一方を記入すること）

	工
事
名
称
等

	工事名称
	　○○○工事  

	
	優良工事表彰
	  ○○○事務所長（令和○年○月○日）

	
	発注機関名
	　国土交通省関東地方整備局○○事務所  　

	
	受注形態等

	　単体／○○・○○ＪＶ（出資比率○○％）



注）　提出する実績は１件（令和２年度に受けた表彰に限る）とし、別記様式－Ａにおける「希望する協定区域」が吾妻川区域・片品川区域・烏川区域、・神流川区域においては関東地方整備局（港湾空港関係を除く）、浅間山区域においては関東地方整備局（港湾空港関係を除く）または北陸地方整備局（港湾空港関係を除く）または中部地方整備局（港湾空港関係を除く）の発注工事における表彰とする。
注）　優良工事表彰された工事であることを証明する表彰状等の写しを必ず添付すること
注）　記入欄の表示は記入例である。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４版）
別記様式－Ｅ
　　　　　　　　　　　　　　　「安全管理優良受注者表彰」の有無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○○建設㈱　
	安全管理優良受注者表彰の有無

	あ り
な し
　（どちらか一方を記入すること）

	工　　　　　　　　種

	 　一般土木工事


	受　賞　年　月　日
	　令和○年○月○日


　　注）　提出する実績は１件（令和２年度に受けた表彰に限る）とし、別記様式－Ａにおける「希望する協定区域」が吾妻川区域・片品川区域・烏川区域、・神流川区域においては関東地方整備局（港湾空港関係を除く）、浅間山区域においては関東地方整備局（港湾空港関係を除く）または北陸地方整備局（港湾空港関係を除く）または中部地方整備局（港湾空港関係を除く）の発注工事における表彰とする。
　　　 　注） 安全管理優良受注者表彰であることを証明する表彰状等の写しを必ず添付すること　　　　　　　　   注）　記入欄の表示は記入例である。
                                                                       （用紙Ａ４版）
別記様式－Ｆ
地　域　特　性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○○建設㈱　　
	協定区域名

	該当する本店の名称と住所

	担当出張所等
までの距離
（km）

	
	（本店）
名称：
住所：

	               ｋｍ



注）　本店、担当出張所等、移動ルートを記したルート図（一般道利用）を必ず添付すること。
ここでいう一般道とは国道・県道・市町村道で明らかに一般道と判断できない場合は評価しない。（様式は自由）
注）　ルート図の添付がない場合は評価しない。

注）　担当出張所等までの距離は０．１ｋｍ単位（０．１位未満切り捨て）とする。
＜例　１５．８８　→　１５．８ｋｍ＞
　　　注）　別記様式－Ａにおける「希望する協定区域」が吾妻川区域および神流川区域の場合は下記（　）内の※の出張所等についても（　）書にて距離を記載し、ルート図を添付する。（同一図面でも可）
　　吾妻川区域

　　　　長野原出張所：群馬県吾妻郡長野原町大字長野原１３４６－８

　　　　（※浅間山出張所：長野県北佐久郡御代田町御代田２４４０－１２）

　　片品川区域

　　　　片品出張所：群馬県利根郡片品村大字鎌田３９５２
　　烏川区域

　　　　榛名出張所：群馬県高崎市本郷町２２４６－７
　　神流川区域

　　　　榛名出張所：群馬県高崎市本郷町２２４６－７
　　　　（※譲原防災センター：群馬県藤岡市１７２２－１）

　　浅間山区域：

　　　　浅間山出張所：長野県北佐久郡御代田町御代田２４４０－１２
                                                                       （用紙Ａ４版）
別記様式－Ｇ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
建設資機材等の保有状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○○建設㈱　
	　　建設資機材等の保有状況は、令和○○年○○月○○日現在の所有量である。



	労　　　力
	出動可能人員　：　自    社　　　   　人

　　　　　　　　　　　　下請会社　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　人　

	建設機械

	自社
保管場所：○○市○○町○○
担当出張所等まで○○ｋｍ

　　　　　　下請会社
会社名称：

会社住所：○○市○○町○○

保管場所：○○市○○町○○
担当出張所等まで○○ｋｍ


	リース契約会社
会社名称：
会社住所：○○市○○町○○

保管場所：○○市○○町○○

担当出張所等まで○○ｋｍ

	ブルドーザ
トラクターショベル

	（機種別、重量又はバケット容量別の台数）
ブルドーザ○○ｔ
自社持ち分　　　　　　　　　　台

下請会社分　　　　　　　　　　台
トラクターショベル○m3
自社持ち分　　　　　　　　　　台

下請会社分　　　　　　　　　　台


	（機種別、重量又はバケット容量別の台数）
ブルドーザ○○ｔ                台
トラクターショベル○m3           台

	ダンプトラック

	（積載重量別の台数）
○○ｔ
自社持ち分　　　　　　　　　　台
下請会社分　　　　　　　　　　台

	（積載重量別の台数）
○○ｔ                         台

	バックホウ

	（バケット容量別の台数）
○．○m3
自社持ち分　　　　　　　　　　台

下請会社分　　　　　　　　　　台

	（バケット容量別の台数）
○．○m3　  　  　　　　　　　台

	トラッククレーン
クローラークレーン
	（機種別、公称吊上げ重量別の台数）

トラッククレーン
○○ｔ 
自社持ち分　　　　　　　　　　台

下請会社分　　　　　　　　　　台

クローラクレーン

○○ｔ 
自社持ち分　　　　　　　　　　台

下請会社分　　　　　　　　　　台


	（機種別、公称吊上げ重量別の台数）

トラッククレーン
○○ｔ                         台

クローラクレーン

○○ｔ                         台



	建設資材

	自社
保管場所：○○市○○町○○
該当出張所等まで○○ｋｍ

下請会社

会社名称：

会社住所：○○市○○町○○

保管場所：○○市○○町○○
担当出張所まで○○ｋｍ


	リース契約会社
会社名称：
会社住所：○○市○○町○○

保管場所：○○市○○町○○

担当出張所等まで○○ｋｍ

	土砂

	（土質毎の数量）
砂質・レキ質土
　　　　　自社持ち分　　　　　　　　千ｍ３

　　　　　下請会社分　　　　　　　　千ｍ３

粘性土

　　　　　自社持ち分　　　　　　　　千ｍ３

　　　　　下請会社分　　　　　　　　千ｍ３

計　　　　　　　　　　　千ｍ３
	（土質毎の数量）
砂質・レキ質土　　　　　　　　　千ｍ３

粘性土　　　　　　　　　　　　　　千ｍ３
計　　　　　　　　　　　千ｍ３

	粒調砕石・切込み砕石・玉石等
	（種別毎の数量）
切込み砕石
自社持ち分　　　　　　　　百ｍ３
下請会社分　　　　　　　　百ｍ３

玉石

自社持ち分　　　　　　　　百ｍ３

下請会社分　　　　　　　　百ｍ３
計　　　　　　　　　　　百ｍ３
	 （種別毎の数量）
切込み砕石　　　　　　　　　　　百ｍ３

玉石　　　　　　　　　　　　　　　 百ｍ３
計　　　　　　　　　　　百ｍ３

	ブルーシート類
	（種類毎の数量）
　　１８００×５４００

　　　　　自社持ち分　　　　　　　　　百枚

　　　　　下請会社分　　　　　　　　　百枚

　　３６００×７２００

　　　　　自社持ち分　　　　　　　　　百枚
　　　　　下請会社分　　　　　　　　　百枚
計　　　　　　　　　　　　百枚
	（種類毎の数量）
　　１８００×５４００　　　　　　　　　　百枚

　　３６００×７２００　　　　　　　　　　百枚
計　　　　　　　　　　　　百枚

	土のう袋類

	（種類毎の数量）
普通土のう袋

自社持ち分　　　　　　　　　百枚

下請会社分　　　　　　　　　百枚

大型土のう袋

自社持ち分　　　　　　　　　百枚

下請会社分　　　　　　　　　百枚
計　　　　　　　　　　　　百枚
	（種類毎の数量）

普通土のう袋　　　　　　　　　　百枚

大型土のう袋　　　　　　　　　　百枚
計　　　　　　　　　　　　　百枚

	衛星携帯電話の有無
	あ り
な し

（どちらか一方を記入する）
	あ り

な し

（どちらか一方を記入する）


注）　記入様式が足りない場合は追加すること。

注）　土砂の数量は千ｍ３を単位とする。

注）　粒調砕石・切込み砕石・玉石等の数量は百ｍ３を単位とする。

注）　ブルーシート類の数量は百枚を単位とする。
注）　土のう袋類の数量は百枚を単位とする。
注）　リース契約会社分については、「自社（下請会社）」にリースできることが確認できる資料（様式自由）が添付された場合に評価する。確認できない場合は評価しない。
注）　建設資材の数量の記載単位は土砂は千ｍ３単位（千単位未満は切り捨て）、他はすべて百単位（百単位未満は切り捨て）である。
　　　　　　　＜　例　土砂：１１５７０ｍ３　→　１１千ｍ３　、　粒調砕石：４５９０ｍ３　→　４５百ｍ３　、　ブルーシート：４６８枚　→　４百枚　＞

注）　衛星携帯電話の有無を確認できる資料（様式自由）を添付する。有無が確認できない場合は評価しない。

注）　下請会社と通年契約している場合は、下請会社が保有する建設資機材等について記載することができる。ただしこの場合は通年契約が確認できる資料（契約書等）を添付するものとし、確認できない場合は評価しない。記載する場合は「自社持ち」の欄に「自社持ち分」「下請会社分」と区別して記載する。

注）　保管場所が複数ある場合は「自社持ち」「リース会社分」欄に各々記載する。

注）　下請会社が複数ある場合は下請会社別に記載する。

注）　リース契約会社が複数ある場合はリース契約会社別に記載する。
注）　建設機械の機種は適宜記載する。

注）　建設資材の種類は適宜記載する。
注）　記入欄の表示は記入例である。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４版）
別記様式－Ｈ
災害協定等に基づく活動実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○○建設㈱　　
	①災害協定等に　基づく活動実　績の有無

	あ り
な し
　（どちらか一方を記入すること)


	②災害協定及び　活動内容

	協定名：○○○○災害協定
相手方：○○○事務所、○○県
活動内容：○○工
          ※工事内容を簡潔に記載。



注）　提出する実績は１件とする。（平成２７年４月１日以降の実績に限る）
注）　災害協定等に基づく災害活動実績とは、下記の①又は②とする。

①災害協定を締結している国の機関、地方公共団体、特殊法人等により、緊急的に出動指示や対応指示を受け実施した所管施設の緊急復旧工事又は資機材の移送支援等の実績。
②災害協定を締結していないが、災害活動を実施したことに対して事務所長等から証明書や感謝状等が発行されている活動実績。
注）　災害協定等に基づく活動実績であることを証明する協定書（覚書等）及び契約書の写し、又は事務所長等が発行した災害活動実績に係る証明書や感謝状等の写しを添付すること。
注）　別記様式－Ａにおける「希望する協定区域」が吾妻川区域・片品川区域・烏川区域、・神流川区域においては関東地方整備局（港湾空港関係を除く）、浅間山区域においては関東地方整備局（港湾空港関係を除く）または北陸地方整備局（港湾空港関係を除く）または中部地方整備局（港湾空港関係を除く）の本局又は直轄事務所との災害協定に基づく、活動実績（資機材の移送支援等）がある場合、移送支援等は広範囲にわたることもあるため、活動実施した企業の本店所在地が本活動の施工都県内である場合は災害活動実績として認める。

注）　経常建設企業体にあっては、すべての構成員について災害協定等に基づく活動実績がある場合に限り評価する。

注）　記入欄の表示は記入例である。
（用紙Ａ４版）
別記様式－Ｉ
地域への貢献（災害時の基礎的事業継続力）
災害時の基礎的事業継続力の認定状況の有無
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○○建設㈱　
	地域への貢献（災害時の基礎的事業継続力）
災害時の基礎的事業継続力の認定状況


	あ り
な し

　（どちらか一方を記入すること）



	認　定　年　月　日
	　平成○年○月○日


　　注）　提出する案件は提出書類の提出期限日に有効な認定で、別記様式－Ａにおける「希望する協定区域」が吾妻川区域・片品川区域・烏川区域、・神流川区域においては関東地方整備局長、浅間山区域においては関東地方整備局長または北陸地方整備局長または中部地方整備局長の認定とする。
　　　 　注） 災害時の基礎的事業継続力認定されていることを証明する認定書の写しを必ず添付すること
注）　記入欄の表示は記入例である。
（用紙Ａ４版）
別記様式－Ｊ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
技 術 力 （資格保有者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○○建設㈱　　
	番号
	氏　　　　名
	生　年　月　日

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	

	６
	
	

	７
	
	

	８
	
	

	９
	
	

	１０
	
	


注）　記載する資格保有者と会社との関係が確認できる資料（社員証または保険証、等）の写しを添付すること。
　　　注）　１級土木施工管理技士の合格証明書の写しを添付すること。
　　　注）　上表で足りない場合は行を追加すること。

（用紙Ａ４版）

別記様式－Ｋ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無人化施工への対応

　会社名：○○○○建設㈱　　
	1 無人化施工工事の実績

	あ り
な し
（どちらか一方を記入すること）


	工
事
名
称
等

	工事名称
	　○○○○○○工事   （ＣＯＲＩＮＳ登録番号）

	
	発注機関名
	　国土交通省○○地方整備局○○事務所

	
	施工場所
	　○○県○○市○○町○○　～  ○○県○○市○○町○○

	
	契約金額

	　○○○,○○○,○○○円

	
	工　　　　　期
	　平成○年○○月○○日    ～　平成○年○○月○○日

	
	受注形態等

	　単体／○○・○○ＪＶ（出資比率○○％）



注）　提出する実績は１件とし公共土木工事に限る。

注）　無人化施工工事の実績については、記載する工事のＣＯＲＩＮＳ書（登録されていない場合は契約書（工事名称、発注機関名、施工場所、契約金額、工期、受注形態等の確認ができる部分））の写しを提出すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で工事の施工実績が不明な場合については、平面図、構造図、数量総括表等工事内容が確認できる資料を必ず添付すること。
　　　注）
 無人化施工の内容が確認できる資料（資料の種類は問わない）を添付すること。無人化施工工事の確認ができない場合は評価しない。
注）　記入欄の表示は記入例である。 
	2 無人化施工機械講習会への参加

	　参加した

　　　　　　　　　　（　）Ｈ２７．１０．２９
　　　　　　　　　　（　）Ｈ２８．１０．２６
　　　　　　　　　　（　）Ｈ２９．１０．２６
　　　　　　　　　　（　）Ｈ３０．１２．４
　　　　　　　　　　（　）Ｒ１．９．４
　　　　　　　参加していない

（どちらか一方を記入すること。見学のみの参加は「参加していない」とする。）



注）　無人化機械講習会への参加については事務所資料により確認する。

　　　当日の受付簿に記載が無い場合は評価しない。

注）　複数回参加の場合も評価は同一とする。

注）　参加した場合は開催日の（　）に○（複数可）を付すこと。
　
